別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　　　　項：教育総務費　　　　目：教育指導費　　　
	事業名: 外国語指導助手等設置費・活動費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　　教育委員会　　教育研修課　　研修企画係　電話番号：058-271-3450
　　　　　　　         E-mail：c17781@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額： 66,091千円（前年度予算額：53,424千円）
	要求内容


	１　要求の内容


　「語学指導等を行う外国青年招致事業（ＪＥＴプログラム）」を活用した外国語指導助手招致事業により、外国語教育の充実と国際理解教育、国際化に対応した教育を推進するとともに、高い英語教育運用能力を備えた将来の社会のリーダーとして活躍する人材を育成する。さらに、国際的な活躍ができる技術者や研究者の人材を育成する。
　ア配置校（県立高等学校）

　　英語又は国際理解関連学科、コース、系列設置校等　7校
　　国際理解教育推進校　１校

　　社会のリーダーとして活躍する人材を育成する高校　４校

　　国際的な活躍ができる技術者や研究者の人材を育成する高校　４校

　イ配置数

　　～H22.7：35人　：高等学校33人（教育研修課勤務1人を内数に含む。）

　　H22.8～24.7：8人　：高等学校8人（教育研修課兼務1人を内数に含む。）

　　　　　　　　　　　　　（すべて外国語指導助手）

　　H24.8～：12人　：高等学校12人（教育研修課兼務1人を内数に含む。）

　　　　　　　　　　　　　（すべて外国語指導助手）

H25.8～：16人　：高等学校16人（教育研修課兼務1人を内数に含む。）

　　　　　　　　　　　　　（すべて外国語指導助手）

	２　所要経費


　・外国語指導助手設置費　　61,602　（H24  48,027）
　・外国語指導助手活動費　　 4,489   (H24   5,397)
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	53,424
	0
	0
	0
	0
	0
	249
	0
	53,175

	要求額
	66,091
	0
	0
	0
	0
	0
	265
	0
	65,826

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　岐阜県教育ビジョンの主要施策のひとつである「国際理解教育の推進」に向け、ＡＬＴの積極的活用により、生徒の実用的な英語力の向上と国際的な視点から自らの考えや意見を発信できる態度・能力の育成を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ALT研修参加率

	100%
（H20）
	100%
（H21）
	100%
（H22）
	100%
（H23）
	100%
（H24）
	100%


	　
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）ＡＬＴの指導力向上を図る研修
　　・指導力等向上研修　年間４日間　　　　　　　　　ＡＬＴ１２名参加（全員）
　　・地域カウンセリング会議　年間１０日　　　　　　ＡＬＴ　８名参加

　　・県立学校ＡＬＴ担当者会議　年間１日　　　　　　担当者１２名参加
（２）生徒の英語力育成を図るＡＬＴの指導内容
　　・配置校（１２校）における授業実践、スピーチコンテスト指導

　　・中学校英語弁論大会審査　　　　・特別支援学校（１４校）訪問指導

　　・高等学校訪問指導（国際関係行事，教員研修，スピーチ指導等）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　平成25年度に開始となる新学習指導要領の実施に向け、読むこと・書くこと・聞くこと・話すことの４技能を総合的に育成するための統合的な指導において、ＡＬＴの活用は有効である。今後ＡＬＴを効果的に活用した授業づくりが一層期待される。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　外国語教育の充実と国際理解教育、国際化に対応した教育の推進、特色ある学校づくりを目的とし、英語又は国際理解関連学科、コース、系列設置校、及び国際化に対応した教育を推進する学校に重点的にＡＬＴを配置しており、配置校は日々の教育活動においてＡＬＴを有効に活用するとともに、今後のＡＬＴ活用に資することを目的に、授業等における有効活用について研究を深めている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　日本人英語教員とＡＬＴとのティームティーチング（ＴＴ）により、英語による言語活動が中心の授業が可能となると同時に、授業方法の幅が広がり、授業改善に役立っている。生徒にとっては、ＡＬＴの存在が英語学習に対する動機付けとなり、積極的に英語活動に取組む生徒の増加、英語によるコミュニケーション能力の向上の点で成果が認められる。また、日本人英語教員の英語力の向上、異文化理解・国際理解にも成果が見られており、ひいては授業の質の全般的な向上に貢献している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　ＡＬＴ配置校での有用性は理解されており、授業だけでなくクラブや個人指導など十分に活用されている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　ＪＥＴプログラムによるＡＬＴの任用は、学校現場において高い成果が期待できるが、高額な予算が必要であるため、コストを削減しつつ同等の成果が期待できるＡＬＴの任用方法への変更についての検討を要する。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　ＡＬＴの活動が生徒の英語学習の向上に大きく寄与している実績に鑑み，生徒の英語のコミュニケーション能力の育成に向け、ＡＬＴに対する研修の充実を一層図るとともに、授業でのより効果的な活用の在り方について研究を深めていく必要がある。


